
取組み 具体的内容 成果・結果

（１）制限付一
般競争入札

市内企業の育成にも配慮しつつ競争性を確保する観
点から、制限付一般競争入札の対象工事は現在の
2,000万円以上として、競争参加可能者数を考慮したう
えで対象工事の拡大又は縮小も含めて検討していき
ます。

○制限付一般競争入札対象
工事の拡大又は縮小

○対象案件の拡大は、現行の設計金額
2,000万円以上から1,000万円以上への引き
下げを検討する。
○縮小については、入札参加者数を指名競
争入札と比較検証する。

○一般競争入札では、平均参加者数が建築一式工事の
指名競争入札時の選定業者数（８者）に比べ少ない結果
となったことや事後審査などの事務増加に対する対応が
難しいことから一般競争入札の拡大については見送っ
た。
○土木一式工事、水道施設工事の平均参加者数は、指
名競争入札の選定業者数より多い結果となり、一般競争
入札の縮小については見送った。

（２）指名競争
入札

指名競争入札により、市内企業の受注機会の確保に
対し配慮が可能であるため、公正性、経済性及び適
正な履行を確保しつつ、効率的な事務処理をします。

○市内企業の受注機会の確
保

○受注状況を加味した業者選定による指名
競争入札を実施する。
○工事発注時期の平準化を図る。

〇企業への発注が均衡になるよう、指名本数、受注工事
等を考慮し指名競争入札を実施した。
○債務負担行為を活用した工事を土木一式工事で６件
入札執行した。

（３）制限付一
般競争入札総
合評価落札方
式

実施件数が少ないことから、試行を通して評価項目の
選定や評価点の配分の効果等を検証し、制度化に向
けた課題等の整理を行います。

○総合評価落札方式対象枠
の拡大検討
○市内での施工実績の評価
を検討

○総合評価に適応する案件について実施す
る。
○市内での施工実績を評価項目に追加する
ことを検討する。

○特別簡易型２件を実施した。
○市内での施工実績を評価項目に加えた総合評価落札
方式の入札をこれまでと同様に継続実施し、市内業者の
受注につなげている。

（４）予定価格
予定価格の公表については、工事や設計監理等の委
託の一部のみとなっておりますが、その他の調達案件
についても、検討を行います。

○予定価格の公表

○予定価格について、国の方針はあくまでも
事後公表であるため、事後公表について検
討する。

○県内の調査結果から、県及び県内の自治体３５市
（全３９中３５市で約９０％）で事前公表を実施している状
況であった。事前公表のメリット、デメリットを総合的に勘
案し、事前公表を継続することとしたが、今後も検討を継
続することとした。

(５) 最低制限
価格及び低入
札価格調査基
準価格

最低制限価格及び低入札価格調査基準価格を下回
る工事の入札があるため、工事の手抜き、下請けへ
のしわ寄せ、労働条件の悪化、安全対策の不徹底な
ど、工事の品質確保に支障が生じかねない状況があ
ります。
このため、最低制限価格制度及び低入札価格調査制
度を適切に活用し、ダンピング受注の排除を徹底しま
す。具体的には、最低制限価格及び低入札価格調査
基準価格について、「工事請負契約に係る低入札価
格調査基準中央公共工事契約制度運用連絡協議会
モデル」を踏まえた算定方式の改定等により適切に見
直します。

○最低制限価格の設定方法
について検討

○令和６年度の入札から最低制限価格等の
算定式見直しを行ったが、引き続き公契連モ
デルについて検討する。

〇最低制限価格等の算定式の改定を行った結果、令和
６年度の建設工事全体における落札率は９１．９７％であ
り、前年度より２.６％高くなった。

(６) 市内本店
企業への優先
発注・発注拡
大

市内本店企業への優先発注に努め、発注拡大の検
討も進めます。
ただし、市内本店企業からの調達が困難な場合や競
争性が確保できない場合などには、市内支店企業、
市外企業を含め調達を行います。

○市内本店企業への発注拡
大検討

○建築一式工事において市内本店企業限
定で実施する設計金額を拡大して試行し、
本店企業への発注拡大の可能性を探る。な
お、土木一式工事は令和2年度、水道施設
工事は令和3年度から本格実施となった。

○建築一式工事において、市内本店限定の入札を令和
元年度は１件、令和２年度は３件、令和４年度は１件、令
和５年度は０件であり、試行案件数、入札参加者数ともに
少なく、十分な検証ができないことから、令和６年度も試
行を行ったが、対象案件は３件と少なかったことから試行
を継続することとした。

（７）工事にお
ける品質確保

これまでの監督員の施工プロセスチェックリストによる
監理を継続施行するとともに、工事施工中の現場確
認の強化や工事成績評定を入札に反映することによ
る企業対応（品質、出来形など施工管理に対する工
夫、改善）の促進など、より良い品質の確保を目指し
た取組みを進めます。

〇新たな公共工事コスト改
善プログラムの運用及び周
知

○新たな公共工事コスト改善プログラム（令
和３年度工事分から対象）に則りコスト縮減
に取り組む。

〇公共工事コスト改善プログラムに基づき、各事業課より
令和６年度の取組実績について取りまとめ、小牧市公共
工事コスト縮減対策に関する行動計画策定委員会幹事
会にて取組内容の共有を図った。

(８) 技術力の
向上

市内企業の技術力向上のため、工事検査における指
摘事項や標準仕様書等の改正にかかる情報などを企
業に伝える方策の整備、研修会の開催などを進めま
す。

○優良工事表彰制度の運用

○令和２年度に制定した優良工事表彰制度
に則り、令和５年度の工事に対して実施す
る。

○小牧市優良工事施工業者表彰要領に則り、令和５年
度に完了した工事を対象に令和６年８月２１日に、優良工
事施工業者の表彰を行った。（土木業者４社）

(９) 関係機関と
の連携【新規】

建設業については、毎年小牧商工会議所内の建設業
者の集まりである建設業部会と意見交換会を実施し
ておりますが、他の物品調達についても小牧商工会
議所等関係機関との連携を図り、市内企業が参入し
やすい環境づくりの検討を行います。

○小牧商工会議所との連携
○小牧商工会議所建設業部会との意見交
換を継続する。
○建設業部会以外との連携も調整する。

〇小牧商工会議所建設事業部会との意見交換会の開催
はなかったが、小牧市商工会議所から提出された質問・
要望事項に対して丁寧に回答するため、関係課へ調査
依頼を行った後、契約検査課にて回答書の取りまとめを
行い回答書を送付した。

(10) 新規企業
の参入【新規】

調達案件に関し、参加可能な企業の情報を得る手段
を検討し、新規企業の参入を図っていきます。

○小牧商工会議所と連携
し、新規企業の参入を図る。

〇新規企業が参入できる環境や手段につい
て検討する。

○新規企業が参入しやすい環境を整備するため、オープ
ンカウンタ（公開見積）を継続実施した。

(11) 適正な労
働環境の確保
【新規】

市の調達する事業等について、労働者の賃金へのし
わ寄せや事業・サービスの品質の低下が生じることの
ないよう、労働者の適正な労働環境の確保を図るた
めの取組について検討します。

〇適正な労働環境の確保
〇円滑な施工体制の確保

○完全週休２日制工事の試行を実施する。
○令和５年度に制定した「小牧市建設工事
余裕期間設定制度試行要領」により、試行
運用する。

○完全週休２日制工事について、土木一式工事１件を試
行実施した。
〇試行要領による令和６年度の取組実績は13件であっ
た。

(12) その他
入札制度改革の基本的方向に則した施策について、
調査・研究するとともに、有効な施策については、その
施行に向けて積極的に取り組みます。

○入札制度改革の検証及び
継続的改善
〇職員研修
○入札に対する職員の意識
啓発
○有効な施策の実施

○入札制度検討委員会を定期的に開催し、
具体的取組みの検証を行うとともに継続的
な制度改善を進める。
○国が示した「発注関係事務の運用に関す
る指針」を踏まえながら、適切に取組を検討
していく。
〇職員への研修を開催する。

〇令和５年度の取組み状況に対して意見徴収を行った。
〇国や件が主催する指針に関する説明会等に参加し理
解を深めていく中で、市としての課題を整理し、今後の方
向性を踏まえて取り組んだ。
〇官製談合防止法研修（11/6）を開催した。

【改訂版】入札制度改革基本方針の取組みについて

入札制度改革基本方針「４ 調達の取組内容」

令和６年度


